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共働き夫婦では、片方がパートなど短時間

勤務労働で働く、いわゆる「扶養の範囲」で

働く人も多く、企業としてもこの時期から

年末にかけて収入や勤務時間を調整される

と困惑するケースも見られます。扶養には

税制上の扶養と社会保険上の扶養があり、

税制上では複数の控除に関する範囲がある

ため混乱しがちです。様々な「年収の壁」を

整理すると下記の通りとなります。 

年収 税制上扶養 社会保険上扶養 
２０１ 
万円 

扶養する側の

配偶者特別控

除がなくなる 

 

１５０ 
万円 

扶養する側の

配偶者控除が

段階的に減額 

 

１３０ 
万円 

 社会保険の加入

義務（500 人以

下の企業） 
１０６ 
万円 

 社会保険の加入

義務（501 人以

上の企業） 
１０３ 
万円 

所得税の支払

いが発生 
 

扶養する側の

配偶者控除が

なくなる 
１００ 
万円 

住民税の発生 
（市町村で異

なる場合有） 

 

（社会保険加入には他条件もあります） 

 

どのような働き方がベストなのか従業員か

ら尋ねられることもありますが、家族構成

や家庭事情、配偶者の年収、年代や考え方

にもよって様々でプライベートな問題にも

なり兼ねず返答にも困ります。 

一般的ではありますが、年収が１５０万円

を大きく超えるのであれば税金や社会保険

について割り切って考えた方が得策と言わ

れます。社会保険料は年収２００万円であ

れば約１５％の負担３０万円程度の負担と

なりますが、企業も同額を負担、将来受け

取る年金も増えるメリットがあります。特

に女性の平均寿命が８７歳と伸び、終身受

給できる年金のメリットは大きいと思われ

ます。また、健康保険の加入にもメリット

があり、病気やケガで休業する場合「傷病

手当金」が給付される国民健康保険にはな

い制度です。  

一方、企業としても人材不足の解消手段と

してパートさん等に正社員の道を目指して

もらいたいところですが、現実は様々な事

情があってそれを選択しない女性も多いよ

うです。年収の壁より責任、勤務時間、年

齢、負担、通勤、家庭事情などが壁になっ

ているようでこうした壁を一つずつ崩して

多様な働き方ができる職場環境が必要な時

代になってきています。 
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12 月号 

年収の壁を超えて働く時代へ 



企業が行う雇用保険の手続きは意外と煩雑

で書類の提出も多岐にわたります。法令の

改正などで変更された点や問題が発生し易

い事例をご紹介します。今回は「高年齢求

職者給付金」と「時間単位の子の看護休

暇・介護休暇」です。  

高年齢求職者給付金は、６５歳以上の労働

者を対象とした失業保険をいいます。６５

歳を過ぎると一般の失業給付の対象から外

れるため、失業保険の代用として作られた

制度が高年齢求職者給付金です。受給する

には下記条件を全て満たすことです。 

①現在失業中であること 

②働く意欲を持ち、求職活動が行える状態 

であること                

③被保険者が６５歳以上であること    

④失業する前の１年間に雇用保険加入期間 

が６ヶ月以上あること 

     

先般、次のような高齢者の退職事案があり 

ましたのでご紹介します。          

工事現場の作業員Ａさん（６９歳男性）

は、６５歳定年退職後１年毎の有期労働契

約で 就労していましたが、胃がんを発症

し傷病手当金を１０ケ月間受給したまま令

和元年１２月３１日付で退職しました。退

職後、Ａさんは令和２年８月まで傷病手当

金を受給した後、１０月になってハローワ

ークへ行き、就職相談をして高年齢求職者

給付金を受給するために離職票の発行を会

社へ求めてきました。この場合、給付金が

受給できるかどうかです。高年齢求職者給

付金が支給されるためには、前述④の原則

として、離職の日以前１年間に６カ月以上

の被保険者期間があることが必要ですが、

傷病手当金を受給していた期間は加算でき

ますので、傷病手当金の請求書のコピーを

添付して離職票を作成します。 

高年齢求職者 

給付金については、          

受給期間（離職日           

の翌日から１年間）          

の延長はできませ           

んので、会社は、速やかに離職票を作成し

本人に渡します。           

離職票の他には本人が働ける状況にあるか

どうかの医師の証明書が必要となります。

１年以上の被保険者期間がある高年齢被保

険者の高年齢求職者給付金は給付日数５０

日分ですが、上記受給期間内に求職の申込

みをされても求職の申込みが遅れた場合に

は日数が減じられることがありますので注

意が必要です。            

＜上記例の場合＞ 

・離職の日：令和元年１２月３１日 

・離職の日の翌日：令和２年１月１日 

・受給期限日：令和２年１２月３１日 

・求職の申込日：令和２年１１月１０日と 

        した場合 

・待機期間満了日：令和２年１１月１６日 

・失業認定日：令和２年１１月１７日 

・失業認定日から受給期限日までの日数： 

     １１／１７～１２／３１・・・

４５日間 

この場合、残りの５日は支給されないこと

になります。 

 

 

雇用関係の手続き 

 

―お知らせ―来月号は新年号として

１月初旬に発行いたします。 

『高年齢求職者給付金』 



令和３年１月１日より「子の看護休暇・介

護休暇の時間単位の取得」が始まります。 

「子の看護休暇」とは、小学校就学前の子

を養育する労働者が、１年で５日（対象の

子が２人以上なら１０日）の休暇が取得で

きる制度です。 

「介護休暇」とは、要介護状態にある対象

家族の介護等をする労働者が、１年で５日

（対象家族が２人以上なら１０日）の休暇

が取得できる制度です。どちらも休暇中の

賃金は有給でも無給でも構いません。 

現行では、これらの休暇は１日単位または

半日単位で取得できることになっています

が、令和３年１月１日からは、１時間単位

で労働者が希望する時間数で取得できるよ

うにしなければなりません。半日単位につ

いては１日の所定労働時間が４時間以下の

労働者には認めなくてもよかったのですが

改正により、原則すべての労働者に時間単

位の取得が適用となります。 

 

会社の対応として、まずは自社の事情に合

った制度を定めます。法令で労働時間の途

中に時間取得するいわゆる「中抜け」まで

は求めていませんが、可能なら対応が望ま

しいとされています。また、どうしても時

間単位の取得が難しい業務がある場合は、

労使協定を結ぶことにより、時間単位の休

暇制度の対象から外すことも可能です。 

次に、会社で定めた制度を育児・介護休業

規程に記載することが必要です。厚生労働

省のホームページでは原則的な規定例が示

されています。対応等で何かございました

ら、当事務所までご相談ください。       

 

●９割は『忘年会・新年会開催せず』（11

月 19 日）━━━           

東京商工リサーチが 1万 59 社にネット上

で実施した調査によりますと今冬の「忘年

会・新年会を開催するか」という質問に、

８７．８％が「開催しない予定」と回答し

ました。うち「昨年開催せず今年も開催し

ない予定」だったのは         

２１．１％。 「昨年は         

開催したが今年は開催         

しない予定」とコロナ禍で今年に限ってと

回答した企業が６６．７％。７割弱が「開

催中止」に転じる結果となりました。            

●有給取得率が過去最高に・・・（10 月

31 日）━━━                 

厚労省が発表した就労条件総合調査により

ますと、2019 年の年次有給休暇の取得率

が５６．３％（前年比３．９ポイント上

昇）となり、過去最高となったことがわか

りました。 平均取得日数は１０．１日で

０．７日増でした。          

● 行政手続き 存続８３件を除き押印

を全廃（11 月 13 日）━━━     

河野規制改革相は、行政手続きに必要な１

万４，９９２件の押印のうち、９９％以上

を廃止することを明らかにしました。認め

印は全廃となり、実印         

などを求める商業・          

法人登記や不動産登          

記の申請、相続税の          

申告など８３件は存続となる方向です。来

年の通常国会で法改正が必要なものは一括

法案を提出される予定です。 

 

雇 用 関 連 ニ ュ ー ス  『子の看護休暇・介護休暇への対応』 

 

 


